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#1 遠隔監視プラットフォーマー 
としてのBOLDLY

(3分)



自動運転車の開発は 
行っていません

交通事業者向けの 
システムでに専念

2

運行管理支援に専念
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API・開発環境を 
公開済み 

国内外で採用が加速
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バス、カート、トラクター、ドローンまで 
30種類と接続済み
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126
自動運転バスの実証実験回数

回
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地域

2.羽田(東京都)1.境町(茨城県) 6

4 3.上士幌町(北海道) 4.日進市(愛知県)

2022までの 
実用化地域

'(#$%&



サプライヤー

大学/研究機関

関連省庁
SoftBank

Yahoo!

乗客
バス事業者 
自治体 
など

　

車両とシステム を「地域」だけで運用できるようにする

自動車メーカー

統合化・車両製造
要素技術 
・ 

規制緩和
ITサービス開発 交通サービス 利用者

ソフトバンク 
グループカンパニー
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人材育成 / オフィシャルライセンス発行 / 各種コンサルティング

BOLDLYの役割

ボードリーは、お客さまの自動運転バスの導入ニーズに合わせて 
実用化に必要な仕組みを創造するパイオニアです

Dispatcher遠隔監視員育成 ARMA オペレータ育成 現場オペレーション構築

車両選定 ～ メーカー交渉 Dispatcherの提供 3Dマップデータ収集 自動運転セッティング

技術 / サービス提供

現場運用の仕組み作り・人材のスキル習得支援から、政府や自治体と連携した前例のない規制緩和の実現まで行います。

国内最多の自動運転バス実証実績、複数メーカとの協業から得られた洗練されたノウハウや技術を提供します。
例えば3Dマッピングは、世界中でBOLDLYだげがNAVYA社からで唯一許可を受けて実施しています。
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・地域の交通事業者をDXする 
・地域の経済を盛り上げる
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#2 自動運転バスに対する 
社会需要性

(3分)



2018年度 鳥取県八頭町
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毎日運行中! 2年6ヶ月 無事故!
累計乗車人数： 17,511人
累計走行便数： 14,736便

(自動運転中の実績のみ)
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地域の事情を踏まえて、 
地域が導入を判断し、 
地域が育むもの。

地域主体
＜原則＞

中央政府は地域の意思を妨げないように、 
予算化や規制緩和を通してサポートに徹することが重要
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約43億円

約6億円
2022年度

2023年度

2024年度、2025年度継続へ

地域の事例創出 
国交省が予算化



無人自動運転サービスの実現及び普及

2025年度までに多様なエリア、多様な車両に拡大し、40カ所以上に展開

参考ロードマップ(2) 24

50



＜KPI＞自動運転の社会実装に向けた取組の加速 

公道での地域限定型の 
無人自動運転移動サービスについて、 
2020年中に複数箇所で開始し、 
2030 年までに全国 100か所以上で実現する。

参考ロードマップ(1)

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/fu2020.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/seicho/seichosenryakukaigi/dai11/siryou1-2-1.pdf
令和3年版(案)   2021年6月2日 UPDATE

令和2年版 2020年7月17日
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中央政府

地域社会
自治体、住民、交通事業者、商業、観光、 

医療/福祉、IT事業者、教育機関、運輸局、警察、等

トップダウン ボトムアップ

法律、技術、ビジネスモデル等の標準化・ガイドライン化

一般解、共通解として 個別解として事例積み上げ
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#3 実装請負人としてのボードリー
(3分)
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約43億円

約6億円
2022年度

2023年度

2024年度、2025年度継続へ

地域の事例創出 
国交省が予算化



29令和３年度 
「地域公共交通確保維持改善事業費補助金（自動運転実証調査事業）」

ボードリーの3地域は 
今年も継続運行中

他の地域は 
運行ストップ中 
(なぜ実用化できない？)
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ゴール設定が全く違う

実験

実用化

地域に何も 
残っていない

地域だけで 
運営可能な状態
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ARMA実用化にかかるお見積

BOLDLY
2022/03/09
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導入にあたっての選択肢

台数 運用形式 運用期間

1台

2台

3台

・・・

リース

購入

1年

5年

～

ご希望に合わせ、導入の形式を選択することが可能です

2
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導入にあたっての選択肢

台数 運用形式 運用期間

1台

2台

3台

・・・

リース

購入

1年

5年

～

今回のお見積もりの条件は以下
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概算お見積もり

約4.5億円（税込み）
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（例）境町 3台の自動運転バス 
5年間で 約5.2億円の総予算



総予算 
5.2億円

#1 
計画立案

#2 
調整・調査

#3 
現地での準備

#4 
実証実験

#5 
実導入

#6 
アフターサポート

既存の 
実証スキーム 
による取組

運行計画など

自治体および 
関係各所の調整

3Dマップデータ作成
Dispatcherを用いた運行管理

人材雇用  (Safety Driver/遠隔監視者/整備士)

自動走行プログラミング 
　・走行ルート/バス停 
　・速度/一時停止等 
　・歩行者検知範囲等

遠隔監視システム Dispatcherの提供  (NAVYAとAPI連携)

自動運転経路 
アセスメント

人材育成  (Safety Driver/遠隔監視者/整備士)
走行データ分析 有識者会議運営 

レポート対外公開

公道走行対応 
(対運輸局) 保安基準緩和 
(対警察) 道路使用許可

事業性KPI進捗管理
試乗会・視察対応 保険

車両選定 
コンサルティング

決済アプリ 故障修理 リアルタイム対応
顔認証アプリ 車両ソフトウェア アップデート

試乗会 電波環境調査 V2I連携 
(信号機/カメラ等) 車両提供 (リース・レンタル等)

記者会見対応 
走行開始セレモニ

ー
システム 
全体設計 RTK-GNSS情報提供 車両定期検査

持続可能な 
地域交通モデル 
をつくる新取組

ビジネスモデル マーケティング
MaaSシステム連携

収益化 地域住民の 
協力体制構築 制度整備

MaaSアプリ提供

BOLDLY 交通事業者 パートナー企業凡例 保守事業者 MaaS事業者

36自動運転実装のプロセス全体を構築し実行できます
地域住民

当初



総予算 
5.2億円

#1 
計画立案

#2 
調整・調査

#3 
現地での準備

#4 
実証実験

#5 
実導入

#6 
アフターサポート

既存の 
実証スキーム 
による取組

運行計画など

自治体および 
関係各所の調整

3Dマップデータ作成
Dispatcherを用いた運行管理

人材雇用  (Safety Driver/遠隔監視者/整備士)

自動走行プログラミング 
　・走行ルート/バス停 
　・速度/一時停止等 
　・歩行者検知範囲等

遠隔監視システム Dispatcherの提供  (NAVYAとAPI連携)

自動運転経路 
アセスメント

人材育成  (Safety Driver/遠隔監視者/整備士)
走行データ分析 有識者会議運営 

レポート対外公開

公道走行対応 
(対運輸局) 保安基準緩和 
(対警察) 道路使用許可

事業性KPI進捗管理
試乗会・視察対応 保険

車両選定 
コンサルティング

決済アプリ 故障修理 リアルタイム対応
顔認証アプリ 車両ソフトウェア アップデート

試乗会 電波環境調査 V2I連携 
(信号機/カメラ等) 車両提供 (リース・レンタル等)

記者会見対応 
走行開始セレモニ

ー
システム 
全体設計 RTK-GNSS情報提供 車両定期検査

持続可能な 
地域交通モデル 
をつくる新取組

ビジネスモデル マーケティング
MaaSシステム連携

収益化 地域住民の 
協力体制構築 制度整備

MaaSアプリ提供

BOLDLY 交通事業者 パートナー企業凡例 保守事業者 MaaS事業者

37自動運転実装のプロセス全体を構築し実行できます
地域住民

最近



総予算 
5.2億円

#1 
計画立案

#2 
調整・調査

#3 
現地での準備

#4 
実証実験

#5 
実導入

#6 
アフターサポート

既存の 
実証スキーム 
による取組

運行計画など

自治体および 
関係各所の調整

3Dマップデータ作成
Dispatcherを用いた運行管理

人材雇用  (Safety Driver/遠隔監視者/整備士)

自動走行プログラミング 
　・走行ルート/バス停 
　・速度/一時停止等 
　・歩行者検知範囲等

遠隔監視システム Dispatcherの提供  (NAVYAとAPI連携)

自動運転経路 
アセスメント

人材育成  (Safety Driver/遠隔監視者/整備士)
走行データ分析 有識者会議運営 

レポート対外公開

公道走行対応 
(対運輸局) 保安基準緩和 
(対警察) 道路使用許可

事業性KPI進捗管理
試乗会・視察対応 保険

車両選定 
コンサルティング

決済アプリ 故障修理 リアルタイム対応
顔認証アプリ 車両ソフトウェア アップデート

試乗会 電波環境調査 V2I連携 
(信号機/カメラ等) 車両提供 (リース・レンタル等)

記者会見対応 
走行開始セレモニ

ー
システム 
全体設計 RTK-GNSS情報提供 車両定期検査

持続可能な 
地域交通モデル 
をつくる新取組

ビジネスモデル マーケティング
MaaSシステム連携

収益化 地域住民の 
協力体制構築 制度整備

MaaSアプリ提供

BOLDLY 交通事業者 パートナー企業凡例 保守事業者 MaaS事業者

38自動運転実装のプロセス全体を構築し実行できます
地域住民

将来
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境町の計画 

5年×3台 
自動運転バス事業 

総予算

5.2億円
2.5億円
50%程度

1.2億円

1.5億円

システム事業者等

車両メーカー

予算の約半分が地元の新産業に

地域内

地域外

・地元スタッフ 
・地元企業への委託
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#4 費用対効果
(3分)



  

5年で
319人
　社会増！

R1 R2H14 H30

-158

H15 H16 H17

-37

H18 H19

-181

H20 H21

-143

H22 H23

-126

H24 H25

-93

H26 H27

-86

-146

-281

-87 -92

-198

-138

-93

+150

+74
+58

+76

+56

■転入増加　　■転出増加
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（人）

（年度） H29H28

2021.9-10 Sakai town2021.9-10 Sakai town 2021.9-102021.9-10  Sakai town Sakai town 1919 1818

境町へ移住する人が増えています !
～手厚い移住・定住子育て支援政策の効果で人口が増えています～

※ 社会動態とは、市町村間の転入・転出による
人口の増減■境町人口の社会動態

■ 境町と近隣市町の社会動態比較 
平成 27年→令和 2年

古河市
+289人

五霞町
-270 人

結城市
-25 人

茨城県

筑西市
-1762 人

八千代町
-590 人

下妻市
-719 人

坂東市
-808 人

常総市
-746 人

境町
+205人

　左の地図は平成 27年 1月から令和２年 12月までの、境町
と近隣市町村の「人口の社会動態」を比較したものです。比べ
てみると、駅のない境町に引っ越してくる人が多い＝人口が増
えていることがわかります。
　境町では、頂いたふるさと納税の寄付を活用し、取り組みを
行っています。住みやすい町・選ばれる町を目指し、手厚い子
育て支援政策や、移住定住促進など、さまざまな政策を行った
効果が現れ、人口の社会動態が増加しています！
　

次のページからふるさと納税の寄付を活用して次のページからふるさと納税の寄付を活用して
実施した、さまざまな事業をご紹介します実施した、さまざまな事業をご紹介します

住みやすい町・選ばれる町をめざして

寄付を活用した使い道と実績
令和2年度

東京 2020
オリパラ・
スポーツ振興

　ふるさと納税では、寄付者が寄付金の活用先を選ぶことができます。境町では、教育、住民福祉、都市基盤、
産業・観光振興、防災・防犯・安全等の使い道を掲示しています。使い道の希望がない寄付やその他の善
意の寄付に関しては、町の優先課題を踏まえ、活用しています。令和２年度、新型コロナウイルス感染症
の蔓延に際し、境町ではふるさと納税等を活用して素早く、感染予防や、さまざまな対策を行うことがで
きました。ふるさと納税を活用して行った令和 2年度の主な取組みをご紹介します。

● 都市公園整備事業 
　　　　8,740 万円

●  アーバンスポーツ
パーク整備事業
　　　　　　  7.9 万円

● 外国人材活用事業 
　　　　417.5 万円

● 境古河ＩＣ周辺地区整
備事業（都市再生整備）   
　　　2億 1,325.9 万円

● 災害情報伝達システ
ム推進事業 
　　　　109.6 万円

● 街路灯 LED照明導入
促進事業 
　　　    857.7 万円

● 新型コロナウイルス感
染症対策臨時休業時特
別開所支援事業  　 
　　　　　152.2 万円

● 県・新型コロナウイ
ルス感染症対策資金
貸付金負担金事業 
　　　　　　50 万円

● 新型コロナウイルス感
染症対策利用料減免事
業 
          　　64.6 万円

● 新型コロナウイルス
感染症対策事業 
　　　　617.9 万円

● 防犯カメラ設置助成
事業　　　108 万円

● ドライブレコーダー購
入費助成事業　　
　　　　　　155.4 万円

● 急発進抑制装置購入
費助成事業 
　　　　　22.5 万円

● 令和２年７月豪雨災
害支援事業   8 万円

防災・防犯
安全・
災害支援

新型コロナ
対策

● 道 路 維 持 管 理 事 業　 
　　　　1,309.6 万円

都市基盤 ● 水素エネルギー推進事
業         615.1 万円

● 自動運転バス運行事業 
　　　   9,567.5 万円

● 交通安全施設整備事
業　　 　369.9 万円

● 道路ストック整備事業
              1,904.1 万円

　境町では、ふるさと納税の寄付金を活用し、誰もが安心して、いつまでもいきいきと暮らせるような
まちづくりを推進しています。さまざまな取り組みの効果により、境町の転入・転出による人口の増減（社
会動態）がプラスに転じました。近隣では大幅な人口減少が進んでいる市町が多い中で、境町に引っ越
してくる人が増えています！

バス事業1億円 
一般会計230億円

41
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13億円
2億円

使ったお金 経済効果

境町　2年目時点での費用対効果
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自動運転バス導入の経済効果（金額換算）

運行開始から約1年半で 総額13.4億円 以上

地方創生推進交付金 2.6億円

茨城県Society5.0 地域社会実装推進事業費補助金 1,600万円

国土交通省ビッグデータ活用事業 1,500万円

デジタル田園都市国家構想推進交付金 TYPE1 1.8億円

デジタル田園都市国家構想推進交付金 TYPE2 3.99億円

個人版ふるさと納税

2019年度 376万円

2020年度 2,027万円

 2021年度 1,478万円

企業版ふるさと納税 2022年度 8,000万円

その他寄付 実績 1,200万円

8.7 億円

1.3 億円

視察研修 135件（コロナ禍では無償実施が多数） 345万円

1. 補助事業採択

2. 寄付

3. 視察・観光による収入

NEW

直接的な効果 10.0 億円以上 

TV NHKおはよう日本、めざましてテレビ、ヒ
ルナンデス、WBS その他多数  * 3.0億円

新聞・雑誌 151件 約117,866文字以上 3,000万円

飲食店施設利用等 9,327人（単価：1,000円強程度） 932万円

3.3 億円以上

株式会社セネックが境町に本社を移転

自動運転バスの運行に携わる職員を地元で採用 (8名)し雇用を創出

4. 広告換算額

5. 移動促進による消費拡大

6. その他効果

（電通調べ）

* 地上波  東京キー局のみ対象  / 一部は社団法人日本広告業協会「放送広告料金表」に基づく独自調べ

＋αの効果 3.4 億円以上 

UPDATE

UPDATE

追加車両 5 台を購入し 計8台へ



横に動くエレベーター
Horizontal elevator

44
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バス運賃は

￥0
交通セクター単体では 
効果を見てはいけない

移動の総量を増やすため
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移動の総量を増やそうとする取り組みの例
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交通基本法 
「交通権」とは国民の移動する権利であり、日本国憲法の第 22 条 
（居住・移転および職業選択の自由）、第 25 条（生存権）、第 
13 条（幸福追求権）など関 連する人権を集合した人権と定義され
る。 憲法上保障された次の基本的権利を実質的に保 障するものと
して国および自治体は国民・住民の交通権を保障する義務を負う。



48
エリアの規模(人口、運行頻度や路線距離等)や、交通事業者の事情を加味して 
十分な公共交通サービスを提供し得る「必要コスト」を考えられないか？

人口動態 バス路線計画
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現在かかっているコスト

本来かけるべきコスト

≠
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≠

運賃収入

本来、補填しなければならない赤字

運賃収入

現在かかっているコスト

本来かけるべきコスト

≠
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日本 フランス

各国の乗合バス収支率にも、大きく差がある

運賃による収支率90%

40%

今の財源でやりくりしよう

補填

補填

移動できる権利を守るために 
必要な予算を確保しよう

※BOLDLY調べ



議論の全体像

予算

やりくり時代 持続可能なモデルへと進化・発展する時代

補助金

家計支出 = 運
賃収入

2000 2020 2030 20302010 2040

家計の冷え込み ＆ 人口自体の減少
・景気回復による支出増 
・バス分担率の増加

・移動の総量自体を増やす (=ウェルカム交通) 
・マイナンバー活用で、実質乗り放題サブスク

・「やりくり」からの脱却 
・法改正、大規模予算化 A

B
C



現在 
2022年

過渡期 
2020年代

夜明け 
2030年代

赤字 赤字 赤字 赤字

赤字 ドル箱 赤字 赤字

赤字 赤字 赤字 赤字

赤字 赤字 減便 廃線

赤字 赤字 赤字 VFM

赤字 ドル箱 赤字 VFM

赤字 赤字 赤字 VFM

VFM VFM 復活 復活

⬇

VFM VFM VFM VFM

VFM ドル箱 VFM VFM

VFM VFM VFM VFM

VFM VFM VFM VMF

生活の足を維持するために、運賃以外のビジネスモデルを実装

( 2023~2027年度 )

　効率的な経営をするバス事業者を尊重する
競争可能領域 競争不可能領域

Q. 既存の優良交通事業者に配慮しつつ、どのように抜本的な改革を進めるか？

・2020年代のうちに、今後100年のバス交通の維持について抜本的に見直したい 
・一部地域では「運賃脱却」を図るための試行錯誤を行うタイミングではないか 
・競争不可能領域の効率的経営は、地域の優良バス事業者が自ら行うか、他の事業者にノウハウを提供する形で行うのが良い

地域のイメージ



地域で効率的な経営をするバス会社地域で平均的な経営をするバス会社

その他 (金利・間接コスト等)

維持管理・運営費用

車両取得・設備投資費用

運賃収入

赤字 
(廃線・減便判断の要因)

その他 (金利・間接コスト等)

維持管理・運営費用

車両取得・設備投資費用

適正な利益

Mobility-PFI制度の Value for Moneyはココです

( B ) 
事業期間を通じた 
公的財政負担額

( A ) 
競争不可能領域における 
公的財政負担額

・(A)は、言わば廃線・減便地域の公共交通を維持するための標準コストである。それより効率的に経営できれば社会全体でVFMがあると言える。 
・(A)は、費用算出モデルと、効果算出モデルの策定のために、2023年度は有識者による検討委員会設置と ①調査事業 を行いたい。 
・そして、2024～27年度を検証・移行のための過渡期として、必要に応じて ②法改正、③予算編成を行いたい。 
・自動運転バスを導入する際の考え方も、上記と同様である

地域公共交通維持の 
標準コスト

地域公共交通維持の 
適正コスト

Q. 運賃(赤字補助)で維持ができない地域についてどのような状態が効率的と言えるのか？
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A.本来かけるべきコストと比較

B.波及効果込みの収益を算出

VFM 
(赤字削減)

VFM
・投資回収に回す 
・利用者還元に回す

モビリティPFIのコンセプト(案)

実際の費用

移動の総量を増やす
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( B ) 
事業期間を通じた 
公的財政負担額

( A ) 
競争不可能領域における 
公的財政負担額

民間主導の方が 
効率的な時代

行政主導の方が 
効率的な時代

( B ) 
事業期間を通じた 
公的財政負担額

・技術革新 
・経営努力

・既得権益化 
・環境変化

時代の変遷によって、行ったり来たりするだろう
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政府が公共交通(バス)にかけるべきコストを考えましょう

地方創生、地方維持を前提として 
　国全体での「必要コスト」を計算すべき。

2020年代に大胆な予算化を実施し 
地方に配分せねばならない。

運営は官民による運営主体の交代制で、 
 時代に見合った「適正コスト」を追求していけば良い。
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#5 運賃脱却の事例
(3分)



横に動くエレベーター
Horizontal elevator
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運賃 ¥0 
バス経費は、家賃・管理費に 
ビルトインされている



62./(012345346789
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バス運賃は

￥0
交通セクター単体では 
効果を見てはいけない

移動の総量を増やすため
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#6 地域交通事業者の役割
(3分)



自動運転時代の安全運行管理 
地元の交通事業者が、未来の重要な役割を担う

66



乗客安全を遠隔で見守る
地域のバス事業者

困っていないか？ 危なくないか？ 異常はないか？

自動運転バスのサービス 67
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69完全 Level 4 になると出来ること

1人の遠隔監視者が、 n台を同時監視可能。

➡ドライバー不足などの解決に貢献



1 遠隔監視・制御・オペレーション領域での協業 29

中央センターと地域での、共同運行管理体制を構築

B社 
テーマパーク

A社 
バス運行会社

D社 
ホテル

C社 
タクシー会社

地域

地域

地域

地域

地域

中央センター

E社 
バス運行会社

ピンチヒッター

 高度AI運行管理者





722030年 日本国内での目標

自動運転バス10,000台
遠隔監視者 3,000名

公共交通(バス)の持続可能な体制を作る

手動運転バス50,000台手動

自動
末端(毛細血管)

幹線(大動脈)

＋
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#7 交通事業へのメリット
(3分)
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無人化により 
運行コスト削減

公共交通の担い手を 
集めやすくなる

結論
自動運転レベル4のメリットとは？

まだ先の話…ボトルネック解消



既存バス 自動運転バス

初期取得費用

運用コスト 
(5年間)

車両費

車両改造費

ドライバー人件費

運用費 
(燃料/保険等)

車両費

運用費 
(燃料/保険等)

運行管理システム 
利用/運用費

コストダウン 
よくあるイメージだが… 
まだまだ先の未来。

75
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整備 
点検 
点呼

整備 
点検 
点呼運転操作業務DDT ➡ レベル4

車内対応 
(乗客とのコミュニケーション/措置義務対応など)

運転がレベル４になっても 
運転以外の業務で、人の役割が重要

始業 終業
1日の運行
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レベル4初期は、 
親切丁寧な有人運転

・子供も安心 
・お年寄りも安心 
・車椅子の人も安心 
・観光客もバス安心

(運転は自動だが、乗客案内等をするため)

地域が好き、接客ができる 
若い、女性、未経験



78オペレーターの姿勢と操作環境 

コントローラー

ボタン類

タッチパネル

キャビネット

・行き先指示 
　バス停を指定することで、自動運転が開始。 
・運転状態 
　速度、ステアリング角度、 
　ウインカー、ヒットレシオなどが確認可能。 
・エラー情報、その他 
　センサーによる認識状況や、 
　エラーメッセージの確認が可能

オペレーターが 
ODDに合わせてデフロスターやワイパーの 
設定を行う

操舵、加速、自動手動の切り替え等を行う

緊急停止ボタン
衝突回避のため操作を行う

メインコンピュータ類が格納されている 
エアコン設定、車高の選択などを行うス
イッチもある



79レベル４による地域交通事業者へのメリット

自動運転バス総合コールセンター 070-1463-6809070-1463-6809070-1463-6809070-1463-6809わからない事があればお電話ください

自動運転バスに乗ろう!!
無料無料

いつでもお手伝いします!いつでもお手伝いします!
車内添乗員が車内添乗員が
いつでもお手伝いします!いつでもお手伝いします!
車内添乗員が車内添乗員が
いつでもお手伝いします!いつでもお手伝いします!
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82最大の課題は、バス運転士の募集



83ベテランドライバー、 
住宅に突っ込む、失神が原因
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#8 子供達への教育
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バスの運転手さんが 
今より少なくなったら 
どうなるの？

ば す うん てん しゅ

い ま す く
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保育園に 
通う子供達

ほいくえん

かよ こどもたち
運転免許証を 
返す予定の人

うんてんめんきょしょう

かえ

塾に通う人
ひとかよじゅく

あし
足の悪い人

わる ひと
お年寄り・
としよ

よてい
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#9 技術とスキームの両輪議論へ



1.ハード 
　・EV車体 
　　バッテリー/充電器 
　　バイワイヤ制御 
　・センサー 
　　GPS/LiDAR 
　・PC

3.磁気マーカー

5.協調型路側機 
 (スマートポール)

4.信号協調(通信式)

6. 1:n遠隔監視

7.フリート 
　マネジメント

8.車内事故防止 
(乗客みまもり 
AI等)

バス車両 インフラ協調 運行管理

利活用の技術

MaaS

9.配車予約

2.ソフト 
　・OS/ミドルウェア 
　・認知/判断 AI等

10.バスロケ乗換検索

交通計画

11.人口動態ビッグデータ

認知・判断・制御のための技術

12.整備診断ツール
メンテナンス
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協調領域である。 
2025年に40地域実装するための必要予算確保について議論が必要。
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Confidential Information

信号制御装置 

760MHz帯無線 
(755.5～764.5MHz䛾9MHz幅） 

直接通信 

信号制御装置 

N㼃を介した通信 

I㼀㻿無線路側機䛾路車間直接通信タイプ   I㼀㻿無線路側機等䛾路車間直接通信以外䛾タイプ 

2018年度 
I㼀㻿無線路側機等䛾路車間通信以外䛾手法による信号情報䛾提供に係る調査  
2019年度 
I㼀㻿無線路側機等䛾路車間通信以外䛾手法による信号情報䛾提供に係る研究開発  
2020年度 
クラウド等を活用した信号予定情報提供に係る研究開発  
2021年度 
クラウド等を活用した信号情報提供に関する研究開発  

戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）第２期／自動運転（システムとサービス䛾拡張）䛾内、  

信号情報提供に関する調査、研究開発䛾案件䛿 ２種類 

2018年度 
自動運転䛾実現に向けた信号情報提供技術等䛾高度化に係る 調査 
2019年度、2020年度  
自動運転䛾実現に向けた信号情報提供技術等䛾高度化に係る研究開発  
2021年度 
自動運転䛾実現に向けた信号情報提供技術等䛾高度化に関する研究開発  
 

警a  警b 
㼁㼀M㻿協会員 
オブザーバーとして 
N㼀㼀ドコモ、KDDI、
㻿B(BOLDL㼅）、DeNA 

㼁㼀M㻿協会員 

信号協調　路車間通信型（警a）とクラウド型（警b） 

※境町に䛿ITS無線路側機がない。
　→ITS機器を境町に設置すること䛿困難

SIP䛾流れ
①警a䛾検証（2019〜2020）→オーナーカー向け
　技術検証完了、仕様書完成済み
　課題：コストが高い
　V2Iが今後も活用されるか䛿不明
　　　

②V2N（2021〜）
・ITS機器䛿トヨタが推してる
　→クラウド方式䛿、日本信号、DeNA、BOL等が検証　
・V2Nを実現するために「信号情報センターモデル」を検証
・V2N技術検証・標準化䛿検証中

警b
信号情報センターも
含めた取り組み

SIP / プリズム / Road to L4(テーマ4)など信号のプロジェクトが存在する 98
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N㼀㼀ドコモ、KDDI、
㻿B(BOLDL㼅）、DeNA 

㼁㼀M㻿協会員 

信号協調　路車間通信型（警a）とクラウド型（警b） 

※境町に䛿ITS無線路側機がない。
　→ITS機器を境町に設置すること䛿困難

SIP䛾流れ
①警a䛾検証（2019〜2020）→オーナーカー向け
　技術検証完了、仕様書完成済み
　課題：コストが高い
　V2Iが今後も活用されるか䛿不明
　　　

②V2N（2021〜）
・ITS機器䛿トヨタが推してる
　→クラウド方式䛿、日本信号、DeNA、BOL等が検証　
・V2Nを実現するために「信号情報センターモデル」を検証
・V2N技術検証・標準化䛿検証中

警b
信号情報センターも
含めた取り組み

技術的な仕様検討 実装スキーム

・どこの予算で実装するのか？ 
・維持管理は誰が行うのか？

2025年に40地域実装するならば、 
技術/ビジネスモデルの両輪を議論していなければならない

議論未着手
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このままだと、2025年全ての地域が 
「信号は手動通過」という酷い状況になり得る。

2025年に50地域実装するための必要予算確保について議論が必要。
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警察庁
信号機は警察の領域… 

(その他の協調型路側機なら取扱可能)
信号事業の予算がない… 
各県警は老朽化対策等で手一杯

国交省

デジタル田園都市交付金事業で 
信号協調・路側機の実装スキーム検討のプロジェクトを開始

その後の全国普及のための予算化が重要!!
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#10 技術とスキームの両輪議論へ
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